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１） 網羅性  公共施設、土木インフラのすべてに適用可能なものであること。ただし、
両者は極めて性質の異なるものであることから、モデルはそれぞれごとに異なっている。 
２） 単純性  できるだけ単純なルールとすることで、分かりやすいものとすること。地
域の実情を反映することは当然必要であるが、モデル上は極力単純化してモデル全体を
見渡しながら検討を進められるようにしている。 
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② 横断的基準  種類基準による判断の結果、今後とも維持すると判断した施設に
対して、長寿命化、ＰＦＩ／指定管理者等共通に活用できる対策を設定する。 
（２） 補助的な基準    
種類別基準により種類ごとの対策を決めた後、個々の施設の対策を決定する際に用
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を 12 学級。1学級の標準児童数の目安（小 1，2年 35 人、小 3~6 年・中学 40 人）」に
基づいて以下の通りとする。 
・小学校の統廃合対象基準は、全校児童数が 235 人以下とする。 
・中学校の統廃合対象基準は、全校児童数が 235 人以下とする。 
「1 学級の標準児童数の目安（小 1，2 年 35 人、小 3~6 年・中学 40 人）」の目安が
一つの考え方であるが、その通り採用すれば、小学校の統廃合対象基準は全校児童数
460 人、中学校全校生徒数も 480 人となる。しかし、この水準を下回っても、ただち
に学級が統合され 1学校あたりの最低基準である 12 学級未満となるものではない。例
えば小学校 3 年生の児童数が 70 名となれば 70 名を 1 学級として過大な学級を作るの
ではなく 35 人学級を 2学級並置することが一般的である。したがって、合理的な水準
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図表 2 小学校統廃合対象校の選定基準の算出根拠 
 
図表 3 学校統廃合に関する文部科学省の基準等 
1 学級あたりの児童生徒数 
（1）公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律＝義務標準法 




・小学校 40 人（第 1学年の児童で編制する学級にあっては 35 人） 
・中学校    40 人 
（2）教育再生の実行に向けた教職員等指導体制の在り方等に関する検討会議提言 
「平成 24 年度政府予算において、小学校第 2 学年については義務標準法改正による学級編制の標準
の引き下げではなく、小学校第 2 学年の 36 人以上学級を解消するために必要な加配定数を改善する
ことにより実質的な小学校第 2 学年の 35 人以下学級の実現を図る措置が講じられた。」 
2  学級数の目安（学校教育法施行規則） 
第 41 条 小学校の学級数は、12 学級以上 18 学級以下を標準とする。ただし、地域の実態その他により
特別の事情のあるときは、この限りでない。 
第 79 条  第 41 条から第 49 条までの規定は（略）中学校に準用する。 
3 統廃合後の距離の目安（義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令） 
第４条 （略）適正な規模の条件は、次の各号に掲げるものとする。 
一 学級数がおおむね 12 学級から 18 学級までであること。 
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取り入れている。また、前述の建築学科 3 年生の提案コンペでは普通教室を 2 階、特別教室を 1 階に配置
し、地域と共用化する特別教室から普通教室のある 2 階に上がる間には管理諸室を配置して自由に行き来
できないようにする提案が最優秀となった。 
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３）このため設備の耐用年数である 30 年をめどに長寿命化改修を行うこととする。 
４）長寿命化改修の費用は改築（更新）の 60%である。一般的に、建物の建設費は構造 3割、設備 3割、
仕上げ 3割、その他 1割といわれる。改修は構造を変えないですむため構造費用（3割）が不要となり、
さらに解体費用が発生しないこと、工期が短いため現場経費が安くなることから 1割削減可能と見る。
５）「適切なタイミング（概ね築後 45 年程度まで）で長寿命化改修を行うことで、改修後 30 年以上、





















（４） ＰＦＩ／指定管理者  
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6 内閣府が開示しているVFM実績を参考として平均的に5％削減と見込み全費用から一律5%削減する方法







9 たとえば、光熱水費が維持管理費の 1割だとすると、削減率は維持管理費×1割×10%とする。 
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(イ) 横断的基準  
いずれの種類の土木インフラにも共通に適用できる基準として予防保全、ＰＦＩ／
指定管理者、包括委託、エネルギーマネジメントを採用する。 




図表 5 公共施設の標準モデル 
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なわれた際の社会的被害（重要度）の大小から【クラス A】、【クラス B】、【クラス C】
















易に解消せず、結果的に廃止が増えるという問題がある。【クラス A】、【クラス B】、【クラス C】
の割り振りは自治体において定めるものとする。どのように定めたとしても、すべてを【クラ
ス A】として計算する現在の考え方よりは相当の減額が可能となる。逆に削減額の目安を定め
たうえで、合理的な 3 分類の組み合わせを設定する方法もあろう。 
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11 厳密にいえば、公園のトイレでも、公園への指定管理者の導入（公民連携）、町内会での管理（市民移
管）、近隣のコンビニトイレの利用促進（ソフト化）などの処方箋はありうる。 
図表 7 土木インフラの標準モデル 
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他の施設の関係者が納得するような格段の説明責任を要することは言うまでもない。 
 
２ まちづくりとの関係 
 本モデルは、学校統廃合、小中一貫、多機能化の拠点施設と機能移転施設等において必然的
にどの場所に立地させるかという論点を含むものである。その点から見れば、まちづくりや地
域経営と切り離して論じることはできない。 
 したがって、将来的な人口減少の中で、地域内の各地区をどのように位置付けていくのかと
いうまちづくりの観点からの検証が不可欠である。本モデルでも、原則を適用した後施設への
時間距離を測定して長時間を要する場合は、１）短期的にはバスによる移動時間の短縮を図る
とともに、２）長期的には施設を集約した地区の周辺への集住の促進などを検討する必要があ
る。こうした観点では、国土交通省が改正都市再生特別措置法で導入した多極ネットワーク型
コンパクトシティの考え方が非常に重要である。同法に基づき策定が可能となる立地適正化計
画と総合管理計画を一体的なコンセプトで策定する必要があると言える。  
